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1.	 研究開発領域の定義
力学特性制御技術とは、材料の力学特性発現機構をナノスケールまで立ち戻って理解した上で、マクロな

材料力学特性を制御することを目的とした研究開発領域である。材料が本来持つ力学機能を最大限に引き出
し、従来実現できなかった高性能・高機能・高耐久な材料の開発および新しい材料設計技術を構築するため
に重要な技術である。以下では、社会的要請が強い応用技術領域を代表するものとして、「接着」「接合・溶接」

「自己修復」「摩擦・摩耗」「金属組織制御」を主に取り上げる。

2.	 本領域の意義
材料が本来持つ力学機能を最大限まで引き出すためには、従来行われてきた現象論・経験則によるアプロー

チに加え、ナノスケールにおける相互作用・現象を出発点としてマクロな力学特性の発現メカニズムを体系的
に理解することが重要である。それによって、これまで実現できなかった高性能・高機能な材料開発および新
しい材料設計技術の確立が期待される。

接着に関しては、自動車や次世代の空飛ぶくるま、航空機などにおいて軽量化のために構造部材のマルチ
マテリアル化に関連して、異種材料接着に注目が集まっている。また、接着が応力分散性に優れ、軽量・高
剛性な設計と空力性能の最適化の両立を可能にする点も重要である。今後は、接着技術の信頼性および健全
性を定量的に保証する技術確立が求められる。さらに、可逆接着や選択的剥離の技術を構築できれば、使用
後に異種材料の効率的な分離・再利用が可能になる。

接合・溶接についても、自動車・航空宇宙・エネルギーなど幅広い分野で高度化が求められている。従来
難しいとされていた異種金属、金属-樹脂複合などのマルチマテリアル接合・溶接に関する研究が増加しており、
例えば強度・導電性・耐疲労性など接合部の力学特性制御は、各国で研究開発の重要課題となっている。

自己修復技術は、材料の長寿命化・メンテナンスフリー化に寄与する技術である。３大材料と呼ばれる金
属、セラミック、ポリマーは、いずれも時間とともに少しずつ劣化し壊れることで寿命を迎える。材料の自己
修復が可能になれば、材料の長寿命化を通じてCO2 の削減に大きな効果が期待される。また、宇宙空間や
深海のみでなく、地中や高所などメンテナンスが困難な場所は多く、幅広い応用先が考えられる。

摩擦・摩耗関連技術は、機械システムで重要な要素である。機械の動作状態では摩擦が発生し、エネル
ギー損失を起こしている。摩擦制御技術は、自動車、家電、情報機器、産業用ロボットなどにおけるエネル
ギー高効率化を実現する上で重要な役割を担っている。また、機械システムの故障や寿命の原因の多くは摩
耗に起因していると言われ、耐摩耗技術は、コスト削減や耐久性・信頼性の向上に不可欠な要素である。摩
擦と摩耗は、多様な因子に敏感に左右される動的変化を伴う複雑系の現象であり、科学的理解を基盤とする
合理的な設計が重要となる。

金属材料の力学特性は、金属組織の状態によって大きく変化するため、適切な合金組成の選択に加えて組
織制御が重要である。金属の組織制御は相変態、析出、再結晶を基礎として様々な加工熱処理方法が検討さ
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れている。最近は、次世代エネルギー源として注目される水素やアンモニアを貯蔵・輸送するタンクに使用さ
れる金属材料の重要性が高まっており、水素脆化への対応や低温靱性の改善が求められている。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

持続可能社会を実現するためには、素材産業や機械産業に対するCO2 排出量削減や低消費電力化などの
環境低負荷に向けた要求がますます高まり、材料が持つ性能を極限まで引き出す設計が求められている。社
会的な要求を満たすためには、高性能な材料開発に加えて、機能発現メカニズムの本質的な理解を通じた材
料の寿命予測技術の確立、さらに最終製品の信頼性や耐久性を担保できる新しいサイエンスが求められてい
る。そのため、現象論的なマクロ特性の解析のみならず、ナノスケールにまで掘り下げた詳細な機能発現の
原理解明が必要となり、機械工学や流体工学などのマクロスケール現象を取り扱う研究者・研究分野と、化
学や物理学などのナノスケール現象を取り扱う研究者・研究分野の協働が重要になってきている。それぞれ
の研究分野においては、データ科学やシミュレーション技術も駆使してナノスケールとマクロスケールの両方
からのアプローチをすることによって革新材料の創製をめざす動きが進展してきている。

接着技術については、安全性・信頼性を向上させるために、学理に基づく強度や耐久性の保証が求められる。
しかし、接着層は両側を固体で挟まれた薄い層であり、外から直接観測することが困難なため、実接着界面
での接着機構や破壊挙動が明確になっていない。特に、接着界面を分子からマクロまでのマルチスケール、
さらに経時変化を含む多視点で解析する技術は発展途上にあり、これが強度設計や耐久性評価における体系
的指針の欠如、および環境劣化や破壊挙動の理解不足につながっている。また、接着技術はこれまで主に高
強度化・長寿命化を目指してきたが、しなやかさ、自己修復性、易解体性、バイオベース化といった新たな
機能を統合した、高機能・高性能な接着技術の開発が、持続可能な社会の実現に向けて喫緊の課題となって
いる。こうした背景の下、研究開発の方向性は、従来の製品応用型から、基盤技術としての設計指向型・融
合型アプローチへと転換しつつある。さらに、レーザー分光法や量子ビームを用いた構造・化学状態の解析、
および各種顕微鏡技術による界面構造の可視化などの界面計測の高度化や、分子動力学（MD）シミュレー
ションやデータ科学の活用も進展してきている。

接合・溶接については、自動車や航空機のマルチマテリアル化への対応に加えて、インフラ老朽化対策に
必要な溶接補修技術、再生可能エネルギー設備（風力発電機や水素設備）の製造などのニーズが挙げられる。
また、自動車の電動化に伴いバッテリーにおける接合技術の重要性が増している。銅やアルミニウムの異種金
属接合における力学特性と電気特性の確保（例えば機械強度と電気的信頼性との両立）が課題となっている。
ここではレーザ溶接や超音波接合の適用が進んでおり、極めて薄い電池部材には超音波金属接合

（Ultrasonic Welding: USW）が有望とされている1）。高速振動と圧力で接合する固相プロセスであり、異
種金属間であっても界面に脆い合金層をほとんど形成せず接合できるため、電気自動車（EV）電池や電子
部品分野で採用が拡大している。また、センサやInternet of Things（IoT）で溶接過程のデータを収集・
解析し、AIや機械学習で溶接品質をリアルタイムに予測・制御する取り組みも進展している2）。このように、
接合・溶接プロセスの最新動向は新プロセスによる高品質化とデジタル技術との融合がキーワードであり、そ
れらにより溶接部の力学特性を狙い通りに制御する技術が各国で追求されている。 

自己修復材料の対象は、金属・無機材料と有機・ポリマー材料に大別できる。
自己修復機能を有する金属・無機材料としては、自己修復コンクリートやセラミックスタービンなどが精力

的に研究されている。ダムなどの水中のコンクリートが自己修復することは以前から知られていたが、「ひび割
れ内部に水が供給されると、ひび割れ表面で水和が生じて亀裂の進展を防ぐ」というメカニズムが明らかに
なったのは比較的最近のことである3）。このような自然発生的な自己治癒に加えて、バクテリアや微粒子を用
いた積極的な自己修復機能についても盛んに研究されている4）。 

一方、有機・高分子材料の自己修復技術も、近年、研究が非常に盛んになってきた。そのきっかけとなっ
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たのは、米国イリノイ大学が拠点となって研究されている接着剤を含む微粒子を導入するというアプローチで
ある5）。この分野での最も大きな用途が自動車などの自己修復コーティングであり、軽微な擦り傷が時間とと
もに修復するものである。ヤング率が低い柔らかい高分子では当然のことであるが、比較的硬いコーティング
用の高分子材料で実現することに意義がある。しかし、硬い高分子材料で高い復元性と速い復元速度を低温
で両立することは今でも困難であり、 最近は化学的な自己修復が注目されている6）。水素結合、疎水性相互作
用、結晶化、ホストゲスト相互作用、イオン結合などの様々な非共有性相互作用を用いるものや、エステル
交換反応、Diels-Alder反応などの動的結合を利用するものなど様々な研究成果が報告されている。典型的
な例として、完全に真二つにしても切断面を接合すると、比較的短い時間と室温程度のマイルドな条件で元の
強度まで修復する材料が多数、報告され大きな注目を集めている。

摩擦・摩耗の制御技術としては、1980年代末頃の磁気記憶装置の急速な発展時に小さな接触面でのゼロ
摩耗の要求があった。これが、摩擦・摩耗制御技術と原子・分子レベルでの摩擦・摩耗メカニズムの科学的
解明に取り組むきっかけとなっている。実用的な表面は均質な表面ではなく、また使用環境も様々である上に、
摩擦エネルギーにより表面が常に変化するため、実際の表面では科学と技術のギャップは大きい。特に、摩
擦および摩耗過程では、様々な化学反応（トライボケミカル反応）が発生する。その結果として形成されるナ
ノメートルオーダーの表面層の理解が、摩擦・摩耗解明のためには不可欠となる。また、摩擦と摩耗の動的
な現象を真に理解するためには、in situ  観察技術が必要であり、光干渉法、分光法、透過型電子顕微鏡

（TEM）、振動分光法、その場放射XRD等の最先端の表面評価装置と摩擦摺動部を組み合わせた摩擦界面
のin situ 観察技術の開発が国内外で進んでいる7）。 

摩擦がゼロに近づく現象は超潤滑（Superlubricity）と呼ばれ、数多くの研究が推進されてきた。超潤滑
の最終的な目的である超低摩擦と超低摩耗を備えた有望な機械システム設計への展開が進められているが、
その信頼性と耐久性が強く求められており、超潤滑を発現する新たな材料開発8）とともに超低摩擦の継続性
の保証が大きな課題となっている。 

低温靱性の良好な金属構造材料は、次世代エネルギー源である水素やアンモニアを貯蔵・輸送するタンク
に使用される。これまでは、アルミニウムやオーステナイト系ステンレス鋼が使用されてきたが、これらは強度
が低く、タンクの板厚を厚くする必要があり大型化に限界がある。高強度化のためにはベイナイト鋼、マルテ
ンサイト鋼などのフェライトをベースにした鋼の検討が進んでいる。

3.2	 トピックス
•	接着

新構造材料技術研究組合（ISMA：2013〜2023年）は自動車を中心としたモビリティの軽量化を目的と
して、マルチマテリアル化に向けた技術開発を推進した。物質・材料研究機構（NIMS）と共同で、代表的
な熱硬化性樹脂であるエポキシ樹脂を容易に分解・再利用可能にする資源循環型システムを提案し、炭素繊
維強化プラスチック（CFRP）のリサイクル促進が期待されている。また、産業技術総合研究所（AIST）は、
接着技術の基礎から応用に至る広範な分野を対象とした「接着・界面現象研究ラボ」を設立し、また産官学
の連携を促進する場として「接着・接合技術コンソーシアム」も立ち上げ、接着接合の信頼性向上のための
評価技術開発や国際標準化、企業への技術移転が進められており、アカデミアと産業界の橋渡しを担う拠点
として機能している。

2019年に九州大学を中心に始まったプロジェクト「界面マルチスケール4次元解析による革新的接着技術
の構築」では、最先端の界面解析技術と原子・分子レベルでの材料設計を活用し、これまでにない革新的な
接着材料や製造プロセスの開発を目指している。日本を代表する化学・素材メーカーも参画しており、学術
的な知見と産業界のニーズを結びつける取り組みが進められている。九州大学はこのプロジェクトの中核として

「次世代接着技術研究センター」を設立し、接着メカニズムを分子レベルで明らかにするとともに、接着関連
材料の基礎物性の理解を深め、実用化に向けた研究を進めている。接着界面を多様な空間・時間スケールで
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解析する手法に加え、数理統計やマテリアルズインフォマティクス（MI）を組み合わせることで、接着現象
の本質的な理解に向けた研究が進められている。

•	接合・溶接
回転摩擦圧接は古くから実用化され、自動車のドライブシャフトや工具鋼と軟鋼の異種棒材接合などに利

用されてきた技術であるが、近年ではその派生として、部品を回転させずに線形に往復運動させる線形摩擦
接合（Linear Friction Welding: LFW）が注目されている。 LFWは主に航空エンジンブレードや構造材の
接合に用いられ、チタン合金やニッケル基合金など高温材料でも高品質接合が可能な点が評価されている。

大阪大学接合科学研究所の研究グループは、析出強化型アルミ合金の溶接部における軟化問題を解決する
研究を実施している。従来、析出強化型アルミ合金に溶融接合や従来の摩擦攪拌接合を適用すると、熱影響
で析出物が粗大化・再固溶し、熱影響部に軟化域が生じて強度の低下を招くことが知られている。しかし、
LFWで高圧力を外部から印加し大きなせん断変形を与えつつ接合すると、界面近傍の温度上昇を最小限に抑
え、継手の硬さが母材と同等レベルで、軟化も硬化も起こらない均一な硬度分布を達成できることが示され
ている9）。鋼やチタン合金などの他の材料に対しても、一定の硬度分布を有する継手を得ることできる技術で
今後の展開も期待される。

•	自己修復
NIMSおよび横浜国立大学では、航空機エンジンタービン向けの自己修復セラミックス材料を開発した。

骨の治癒の仕組みをヒントに、セラミックスの治癒を促進する物質を結晶の境目に配置することで、航空機エ
ンジンが作動する1000℃において、最速1分で、き裂を完治できる自己治癒セラミックスの開発に成功し
た10）。 

オランダのデルフト工科大学では、コンクリートのひび割れから浸透した水と酸素で活性化するバクテリア
を用いた自己修復コンクリートを開発した。最大1 mm幅のひび割れを2カ月程度で修復することが可能であ
る11）。 

有機・高分子材料の動的結合を利用した自己修復としては、Leibler（フランス国立科学研究センター
（CNRS））らが、エステル交換反応で自己修復するビトリマーと呼ばれる熱硬化樹脂を開発した12）。ビトリ
マーはその後も大きく発展し、現在では有機・高分子材料の動的結合を利用した自己修復材料の主流となっ
ている。米国ではビトリマーを応用した複合材料のベンチャー企業（Mallinda社など）も設立されている。
安藤翔太（東京大学）らは、エポキシ系のビトリマーにポリロタキサンを少量添加することで、力学特性、自
己修復速度、化学分解速度、形状記憶性の大幅な向上を報告している13）。 

その他の動的結合を利用した自己修復材料としては、大塚英幸（東京科学大学）らによるジアリールビベン
ゾフラノンなどの既存の高分子材料への架橋点としての導入14）、相田卓三（理化学研究所）らによるチオ尿素
を導入したガラス状の自己修復材料15）、原田明、高島義徳（大阪大学）らによる包接錯体（ホストゲスト化学）
を利用した自己修復材料16）、Sherman（Caｍbridge大学）らによるガラス状のホストゲスト自己修復ゲ
ル17）、三輪洋平（岐阜大学）らによるCO2で自己修復するアイオノマー系エラストマー18）、吉江尚子（東京
大学）らによるビシナルジオールを用いたエントロピー駆動型の自己修復エラストマー19）など注目されている。 

海外で自己修復材料に特化して集中して研究している組織としては、米国のイリノイ大学アーバナ・シャン
ペーン校（UIUC）[接着剤入りの微粒子を用いた高分子の自己修復樹脂]、オランダのデルフト工科大学[自
己修復コンクリート]、ドイツのフラウンホーファー生産技術・応用マテリアル研究所（IFAM）[コーティン
グ材料]、ライプニッツ高分子研究所[タイヤを含むエラストマー]などが知られているが、それぞれ[　]内
に示すように中心的な研究対象が異なっている。
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•	摩擦・摩耗
高分子化学の視点においてナノスケールから低摩擦を発現する「濃厚ポリマーブラシ」の開発がなされてい

る7）。高分子ブラシは、固体表面の表面修飾、低摩擦化材料ならびに生体内潤滑モデルとして世界的に大学
を中心に研究されてきたが、耐荷重性に乏しく実用化には限界があるとの認識であった。これに対し、辻井
敬亘（京都大学）らは、濃厚ポリマーブラシの厚膜化に成功し、膨潤溶媒も水に加えイオン液体や潤滑油が
可能になり、実用化の可能性のある日本独自の技術展開を見せている。 

また、足立幸志（東北大学）らは、摩擦界面における摩耗反応と形成反応が協奏的に誘起されるトライボ
ケミカル協奏反応を設計・制御することにより、超低摩擦界面が継続的に自己形成する「自己治癒型超低摩
擦システム」の設計指針の構築を目指す研究を進めている。ナノ、メゾ、ミクロサイズで起こる現象の相互作
用を考慮した機械、材料、計測、計算分野の融合による摩擦現象の解明による低摩擦の合理的な設計を目指
している。

Horizon EuropeのNANOTRIOSTEOはナノスケールにおける固体材料の表面相互作用に関する実験的・
理論的研究に基づく科学協力プロジェクトであり、人工股関節および膝関節置換術に使用される材料におけ
るナノトライボロジーおよびオエステオインテグレーション現象の分子的側面について、密度汎関数理論およ
び分子動力学レベルでの研究を遂行している。具体的にはさまざまな炭素ナノ構造、SiCx/鋼、およびTi酸
化物界面の潤滑特性を原子レベルで解釈することを可能にするコンピューターシミュレーション手法開発が推
進されている。 

中国科学院蘭州化学物理研究所「固体潤滑国家重点実験室」では、広範囲の条件下での摩擦低減と耐摩
耗を可能にするMXene無溶媒共有結合ナノ流体の開発を進めている。コアシェル構造ナノ流体が摩擦プロセ
ス中に摩擦ペアの表面に厚い潤滑膜を形成することにより、MXeneコアが潤滑剤の耐荷重性と耐摩耗性を
大幅に向上させ、シェル有機分子が優れた拡散効果と自己修復機能を付与することにより、固体潤滑剤と液
体潤滑剤の相乗効果を発揮する新しいタイプの潤滑剤となりえると報告されている20）。 

米国アルゴンヌ国立研究所では、グラフェンとナノダイヤモンドを用いた摩耗耐性のあるコーティングを開
発し、また、オークリッジ国立研究所では、炭素ナノチューブを鋼表面に化学気相堆積法（CVD）成膜し、
摩擦により生成するグラフェンを使ったマクロスケールにおいて超摩擦（摩擦係数≤0.001）を発現し得るコー
ティング技術の開発に成功している21）。

•	低温靱性金属材料
液化天然ガス（LNG）のタンク材料に9％Ni鋼が使用されているが、液化水素の温度である20 K（-253℃）

では靭性が不足する可能性があり、極低温での靭性を確保しつつ水素脆化を克服するための材料設計と組織
制御が精力的に行われている22）。低温用材料としてはオーステナイト系高Mn鋼も提案されている23）が、オー
ステナイト鋼はフェライト鋼よりも熱膨張係数が高いので、温度変化の大きい構造部材では熱疲労の影響を
軽減する部材設計が必要になる。

3.3	 課題
接着に関しては、接着現象の機構が理解できていないことに起因して、強度の支配因子が不明、環境劣化 

の理由不明、品質保証・安全性の指針がないなどの問題がある。接着は界面における分子間相互作用を起点
とする現象であり、分子設計と反応性に関する化学、力学的拘束や輸送現象に関する物理、応力伝達や構造
健全性に関する機械工学、そしてデータ解析や数理モデリングに関する数学の知見を融合し、接着現象を体
系的に再構築して捉え直す必要がある。

自己修復材料においても、修復の分子的機構については、未だにほとんど理解が進んでいない。具体的に
は、自己修復の速度や回復率を決める要因が明らかになっていない。たとえば接着剤入りの微粒子を用いた
自己修復性樹脂については、修復に時間を必要とする上に、元の強度までには回復しないという問題があり、
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より高速で完全に強度が回復する技術開発が求められている。動的結合や水素結合を用いた化学的な自己修
復高分子材料の場合には、完全に切断しても、切断面を接合するだけで元の強度まで回復するが、回復に時
間がかかるなどの問題を抱えている。また、化学的自己修復材料は、環境変化に対する安定性が通常の（自
己修復しない）高分子材料に比べて劣ることが多く、実用化を阻む原因となっている。 今後は、自己修復メ
カニズムを精緻に研究することによって、飛躍的な性能の向上や修復機能の制御、耐環境性能の改善などが
期待できる。 

摩擦・摩耗に関しては、科学と技術のギャップが大きな問題として位置づけられている。EUなどでは、デー
タベースとAIによる解析などにより、科学と技術のギャップを埋める試みがなされているが、依然として大き
な課題となっている。材料面からは、摩耗しにくい耐える材料や、摩擦エネルギーによって摩擦界面を継続的
に自己形成させ得る技術、すなわち摩擦界面の自己治癒技術が求められる。このあたりの技術は、前述の自
己修復材料技術とも関連性が高いと考えられる。

これらの課題を解決するためには、いずれの応用技術領域においても、マルチスケールかつ時間軸を含め
た評価・解析技術や数理・情報科学を活用した統合解析などが重要である。また、機械工学のみならず、物
理学や化学など基礎分野や、材料、電気、土木・建築、航空・ 宇宙などの工学分野が横断的に取り組むこ
とが重要である。 

力学特性制御技術は、実装・実用への距離感が短い。一般的に、企業は実装化を急ぐ傾向にあるが、学
理を追求することなく、表面上の性能改良をするだけでは、真に国際競争力を有する技術にすることは難しい。
長期的な競争力確保のためにも、学理に根ざした産官学連携プロジェクトの遂行が強く求められる。 

一方、近年では化学物質規制への対応がより厳格化している。たとえば、接着剤では、既存材料の代替や、
新たな無害成分の開発が求められている。リサイクル性、再利用性、有害性の低減など環境適合性への対応
は、材料開発の初期段階から組み込むべきである。

経済安全保障上も重要な技術であり、経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）では「輸送
機等の革新的な構造を実現する複合材料等の接着技術」が取り上げられている。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

接着、接合・溶接に関しては、内閣府 戦略的イノベーションプログラム（SIP）「革新的構造材料」（PD：
岸輝雄、2013～2019 年度）、「革新的設計生産技術」（PD：佐々木直哉、2014～2018年度）、「統合型
材料開発システムによるマテリアル革命」（PD：三島良直、 2018～2022年度）などが行われた。AISTは「車
体接着長期安定化のための界面設計技術開発」（2021～2024年度）をドイツ・ブラウンシュバイク工科大学
と共同で実施した。また、科学技術振興機構（JST）未来社会創造事業 大型プロジェクト型 技術テーマ

「Society5.0の実現をもたらす革新的接着技術の開発（PM：田中敬二、2018年度～）では、先端解析な
らびに原子・分子レベルの材料設計がもたらす革新的な接着素材やプロセスの開発を目指し、アカデミアに
加え我が国を代表する化学・素材メーカーが参画している。 JST-戦略的創造研究推進事業 チーム型研究

（CREST）やK Programの接着関連プロジェクトがスタートしている。 
自己修復材料は、内閣府 革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）「超薄膜化・強靱化『しなやかなタ

フポリマー』の実現」（PM：伊藤耕三、2014～2018年度）において、有機・高分子の自己修復材料が取
り上げられ、画期的な成果が得られている。耐傷性コーティングについては自動車メーカーや化学メーカーで
も研究開発が盛んに行われている。 

JST-CREST「革新的力学機能材料の創出に向けたナノスケール動的挙動と力学特性機構の解明」（研究総
括：伊藤耕三、2019～2026年度）および、JST戦略的創造研究推進事業 個人型研究（さきがけ）「力学機
能のナノエンジニアリング」（研究総括：北村隆行、2019～2024年度）においては、接着・接合、摩擦・
摩耗や潤滑、自己修復、力学強度、水素脆化など力学強度制御技術に関連する研究が幅広く取り上げられて
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いる。
［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド→］

【米国】
オークリッジ国立研究所（ORNL）では、接着技術に関連する低コスト炭素繊維の開発・製造を目的とし

たコンソーシアム（2009～2022年）が実施されていた。また、イリノイ大学アーバナ・シャンペーン校（UIUC）
は、接着剤を含む微粒子を導入する方法による自己修復材料の開発の世界的な拠点となっている。摩擦・摩
耗に関連しては、Robert W. Carpick（ペンシルベニア大学）らによって最新の研究成果が2019年に出版さ
れ24）、基礎研究が着実に進んでいる。

応用研究については、自己修復材料では、接着剤入りの微粒子を用いた自己修復材料の実用化に向けた研
究が活発である。アルゴンヌ国立研究所では、低摩擦機構解明とともに低摩擦技術のための数多くの特許を
取得しており、確実に応用研究が進められている。またオークリッジ国立研究所でも、ナノレベルの制御によ
るマクロスケールでの超摩擦（摩擦係数≤0.001）を発現し得るコーティング技術の開発に成功するなど超低
摩擦技術の実用化が進められている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド→］

【欧州】
ドイツのフラウンホーファー研究機構は、欧州企業を含む10社が参画するプロジェクトFlexHyJoin（2015

～2030年）を主導し、鋼板とプラスチックの接合技術に関し、軽量化、コストと時間の効率化、接合強度
の向上に取り組んでいる。また、欧州内外の自動車メーカー14社が参画する欧州共同研究開発機構

（EUCAR）では、4つの研究開発クラスターSEAM（SafeEV、ENLIGHT、ALIVE、MATISSE）が推進
されている。 EV車両の軽量化を扱うENLIGHTとALIVEでは、それぞれ軽量化材料の性能向上とそれらを
加工・接合する技術の開発が主に行われている。この他、ダブリン大学（アイルランド）やデルフト工科大学（オ
ランダ）には、接着を専門とする研究センターや学科が設立されている。

自己修復材料については、デルフト工科大学では自己修復コンクリート、ドイツのフラウンホーファーIFAM
ではコーティング材料、ライプニッツ高分子研究所ではタイヤを含むエラストマーを中心に研究が推進されて
いる。

摩擦・摩耗分野では、Ecole Centrale de Lyon（フランス）、インペリアルカレッジ（英国）、Austrian 
Excellence Center for Tribology（オーストリア）などが基礎研究を支えている。また、Horizon Europe
のNANOTRIOSTEOでは トライボロジー拠点形成や人材交流への支援がしっかり行われている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【中国】
中国製造2025の下で重点分野として設定された新材料テーマにおいて、自動車の軽量化を目的として炭素

繊維材料や高強度材料に関する研究が行われている。また、溶接にも大きな投資が行われており、中国科学
院やハルビン工業大学などで摩擦攪拌接合（FSW）の基礎から応用まで幅広い研究が行われ、大型FSW装
置が航空宇宙や鉄道車両の製造に使われている。 

さらに、バイオ原料を利用した接着剤の研究が盛んで、細菌バイオフィルム由来の接着剤、タンパク質ベー
スの水中接着コーティング剤などが東呉大学、上海科学技術大学、復旦大学などから提案されている。

自己修復材料に関する論文投稿は非常に多く、最近では独自のアイデアも見られるようになってきた。また、
コーティング分野で日本の技術を参考にした応用開発が活発になされている。

摩擦・摩耗関連では、清華大学摩擦学国家重点実験室を軸として、トライボロジー現象の科学的解明およ
び人材育成が急速に進んでいる。 また、中国科学院蘭州化学物理研究所「固体潤滑国家重点実験室」を中
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心に、二次元材料やナノ粒子添加による超低摩擦技術の開発が進んでいる。
［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【韓国】
K-バッテリ発展戦略の一部として、接着剤の開発が進んでいる。延世大学Center for Nano-Wearが設立

され、摩擦界面設計に独創的な成果が見られる。 
また、2023年には、極低温環境向け部材・部品の耐久性向上プロジェクトにおいて、耐摩耗性を中心に

検討が行われている。 
［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状○／トレンド→］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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